
様式第三号

法人名　社会医療法人　同仁会　　　　　　 0 2 6 8 0

所在地　大阪府堺市堺区大仙西町六丁184番地2　

１．資　　　 産　　　 額 千円

２．負　　　 債　　　 額 千円

３．純　　資　　産　　額 千円

（内　　訳） （単位：千円）

Ａ　流　動　資　産

Ｂ　固　定　資　産

Ｃ　資　産　合　計 （Ａ＋Ｂ）

Ｄ　負　債　合　計

Ｅ　純　　資　　産 （Ｃ－Ｄ）

 (注) 財産目録の価額は、貸借対照表の価額と一致すること。

土地及び建物について、該当する欄の□を塗りつぶすこと。

土　　　　地 （□ 法人所有　□ 賃借　■ 部分的に法人所有(部分的に賃借)）

建　　　　物 （□ 法人所有　□ 賃借　■ 部分的に法人所有(部分的に賃借)）

14,582,065

財 産 目 録

（令和8年3月31日現在）

12,073,489

14,582,065

6,206,552

20,788,617

8,715,128

※医療法人整理番号

6,206,552

金　　　額区　　　　　　　　　　分

20,788,617



様式第一号

法人名　社会医療法人　同仁会　　 0 2 6 8 0

所在地　大阪府堺市堺区大仙西町六丁184番地2　

（単位：千円）

Ⅱ　固　定　資　産

 １ 有 形 固 定 資 産

 ２ 無 形 固 定 資 産

 ３ そ の 他 の 資 産

　　 

　　 

純 資 産 合 計 6,206,552

20,788,617 負債・純資産合計 20,788,617資　産　合　計

6,189,735

長 期 貸 付 金 84,370

設 立 等 積 立 金

繰 越 利 益 積 立 金

Ⅰ　積　　立　　金 6,206,552

役職員等長期貸付金 54,516

16,817

科　　　目 金　　　額

168,813

その他の固定資産 25,351

借 地 権 11,931

負　債　合　計 14,582,065ソ フ ト ウ ェ ア 48,448

純 資 産 の 部

長 期 前 払 費 用 4,577

退 職 給 付 引 当 金 3,556,52560,379

建 設 仮 勘 定 480,521

長 期 リ ー ス 債 務 28,633

長 期 未 払 金 42,160

リ ー ス 資 産 39,083

Ⅱ　固　定　負　債 12,143,803

土 地 3,967,144

長 期 借 入 金 8,516,485

医 療 用 器 械 備 品 628,372

その他の器械備品 140,112

11,844,298

建 物 6,251,982

構 築 物 337,084

12,073,489

前 受 収 益 13,020

未 払 消 費 税 等 15,778

預 り 金 227,216

賞 与 引 当 金 368,453

貸 倒 引 当 金 △ 16,733

40,502未 収 金 598,543

253,414

220

353,483

※医療法人整理番号

貸 借 対 照 表

（令和8年3月31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

Ⅰ　流　動　資　産 8,715,128 Ⅰ　流　動　負　債 2,438,262

現 金 及 び 預 金 5,695,895 買 掛 金 593,776

その他の流動資産 31,879

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

事 業 未 収 金 2,788,827 未 払 金

前 払 費 用 42,455

1年以内返済予定長期借入金

短 期 リ ー ス 債 務 14,358た な 卸 資 産 132,304



様式第二号

法人名　社会医療法人　同仁会　 0 2 6 8 0

所在地　大阪府堺市堺区大仙西町六丁184番2　

（単位：千円）

Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ｃ　収益業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　利　益

Ⅴ　特　別　損　失

※医療法人整理番号

損 益 計 算 書

（自　令和7年4月1日　　至　令和8年3月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

16,928,926

16,343,195

本来業務事業利益 585,731

901,714

854,157

事 業 利 益 617,977

附帯業務事業利益 47,557

22,917

38,228

収益業務事業損失  15,311

69,823

受 取 利 息 7,955

7,955

支 払 利 息 69,823

固 定 資 産 除 却 損 170,182

経 常 利 益 556,110

固 定 資 産 売 却 益 239

その他の特別利益 ― 239

その他の特別損失 ― 170,182

税 引 前 当 期 純 利 益 386,166

当 期 純 利 益 385,946

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 220 220



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 

① たな卸資産 

最終仕入原価法によっております。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。但し、平成 10 年 4 月以降に取得した建物、平成 28

年 4 月以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

③  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額をゼロとする定額法（リース期間定額法）によっております。 

 

３ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 事業未収金の回収不能による損失に備えるため、事業未収金の期

末残高の 1000分の 6を貸倒引当金として計上しております。 

② 賞与引当金 職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のう

ち当会計年度に負担すべき額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 役職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職

給付債務を簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法）により計算し、計上しております。 

 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

  

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。資産に係る控除

対象外消費税は、発生年度に費用処理しております。 

 

 

 

 



５ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

 

① ファイナンス・リース取引の会計処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

ただし、令和 4年 3月 31日以前に契約した所有権移転外ファイナンス・リース

取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 

 

 

 

６ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関す

る事項 

 

① 資産及び負債のうち、収益業務に係るもの 

（単位：千円） 

 

 

 

② 収益業務からの繰入金の状況に関する事項 

（単位：千円） 

  前期末残高 当期繰入額 当期元入額 当期末残高 

繰入純額 △11,866  △15,311  －  △27,177 

 

 

 

７ 担保に供されている資産に関する事項 
    （単位：千円） 

  担保に供している資産 担保権によって担保されている負債 

科目 期末簿価 担保権の種類 科目 期末残高 

建物 3,565,139 根抵当権・抵当権 長期借入金（1年以内

返済予定額を含む） 
5,265,453 

土地 1,441,997 根抵当権・抵当権 

合計 5,007,136    5,265,453 

 

  金額 

資産 1,124,036 

負債 －  



８ 法第 51条第 1項に規定する関係事業者に関する事項 

 

９ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

  

① 賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引 

             （単位：千円） 

  金額 

リース料総額 94,014 

未経過リース料の当期末残高 19,975 

 

② 有形固定資産の減価償却累計額 

（単位：千円） 

  金額 

減価償却累計額 9,279,882 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 法人である関係事業者           

種類 名称 所在地 
総資産額 

（千円） 

事業の 

内容 

関係事業者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円）  

該当なし                    

（取引条件及び取引条件の決定方針等）            

② 個人である関係事業者            

種類 氏名 職業 
関係事業者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

 

 

該当なし                

（取引条件及び取引条件の決定方針等）            



 
③ 補助金等の内訳、交付者及び貸借対照表等への影響額      （単位：千円） 

 

補助金等の内訳 

  

交付者 貸借対照表等への影響額 

臨床研修費等補助金 教育指導経費 大阪府 本来業務 事業収益 9,962 

臨床研修費等補助金 広域連携型ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

作成費及び第三者評価受審経費 

大阪府 本来業務 事業収益 250 

医療機関等物価高騰対策一時金支援金 大阪府 本来業務 事業収益 8,470 

医療施設等経営強化緊急支援事業補助金 大阪府 本来業務 事業収益 15,440 

介護人材確保・職場環境改善等事業費補助

金 

大阪府 本来業務 事業収益 2,173 

介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善等

事業補助金 

大阪府 本来業務 事業収益 7,319 

看護補助者処遇改善事業補助金 大阪府 本来業務 事業収益 876 

救急・災害医療情報ｼｽﾃﾑの協力に対する報

奨金  

大阪府 本来業務 事業収益 2,609 

救急搬送患者受入促進事業費補助金 大阪府 本来業務 事業収益 7,181 

在宅医療ｻｰﾋﾞｽ基盤整備推進事業補助金 大阪府 本来業務 事業収益 570 

在宅医療体制強化事業補助金 大阪府 本来業務 事業収益 966 

産科医分娩手当導入促進事業等補助金 大阪府 本来業務 事業収益 1,596 

社会福祉施設等物価高騰対策一時支援金 大阪府 本来業務 事業収益 1,373 

女性医師等就労環境改善事業補助金 大阪府 本来業務 事業収益 5,570 

新人看護職員研修事業補助金 大阪府 本来業務 事業収益 1,033 

感染症発生動向調査事業（小児科定点）協

力金 

大阪府 本来業務 事業収益 20 

緩和ｹｱ普及啓発事業補助金 大阪府 本来業務 事業収益 175 

新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ患者入院医療機関設備整備事

業補助金 

大阪府 本来業務 事業収益 2,126 

電子処方箋普及促進事業補助金 大阪府 本来業務 事業収益 1,015 

医療機関における賃上げ・物価上昇に対す

る支援事業 

厚生労

働省 

本来業務 事業収益 275,270 

医療扶助のｵﾝﾗｲﾝ資格確認の導入に必要と

なるﾚｾｺﾝ改修等に係る助成金 

厚生労

働省 

本来業務 事業収益 2,804 

小児科急病診療業務後送病院ﾍﾞｯﾄﾞ確保料 堺市 本来業務 事業収益 6,475 

お盆急病診療業務 二次救急医療業務協力

金 

堺市 本来業務 事業収益 36 



補助金等の内訳 

 

交付者 貸借対照表等への影響額 

医療機関等に係る物価高騰対応支援金 堺市 本来業務 事業収益 30 

救急医療対策事業運営補助金 堺市 本来業務 事業収益 9,794 

保育施設等物価高騰対応支援金 堺市 本来業務 事業収益 44 

文化芸術活動応援補助金 堺市 本来業務 事業収益 151 

高齢者施設等に係る物価高騰対応支援金 大阪府 本来業務 事業収益 520 

ﾏｲﾅ保険証利用促進のための助成金 大阪府 附帯業務 事業収益 50 

医療機関等物価高騰対策一時金支援金 大阪府 附帯業務 事業収益 60 

医療施設等経営強化緊急支援事業補助金 大阪府 附帯業務 事業収益 180 

医療扶助のｵﾝﾗｲﾝ資格確認の導入に必要と

なるﾚｾｺﾝ改修等に係る助成金 

大阪府 附帯業務 事業収益 32 

看護学校運営補助金 大阪府 附帯業務 事業収益 19,351 

介護人材確保・職場環境改善等事業費補助

金 

大阪府 附帯業務 事業収益 1,231 

介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善等

事業補助金 

大阪府 附帯業務 事業収益 7,867 

高齢者施設等に係る物価高騰対応支援金 大阪府 附帯業務 事業収益 105 

社会福祉施設等物価高騰対策一時支援金 大阪府 附帯業務 事業収益 343 

看護学校授業料等減免補助金 大阪府 附帯業務 事業収益 17,622 

障がい者総合支援事業費補助金 大阪府 附帯業務 事業収益 227 

障がい者施設等に係る物価高騰対応支援金 堺市 附帯業務 事業収益 60 

障がい人材確保補助金 大阪府 附帯業務 事業収益 148 

地域包括支援事業委託補助金 堺市 附帯業務 事業収益 27,148 

 


